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ぬが牡のヘッジ商品、ヘッジ戦略  

′羊－－、～く1．品ぷ端灘  

に協緋厳豊額磯城評蘭昭  

ご」卓Ii・＼排州糾削lをJl良して  

稟哉療豹遍鰻感懐掩礪綱  

川′・＼く十、L雄けに■  

こ・常人すろ・トゲり丁シ：・・卜し  

繊描盤露凝璃廃磯憾磯礪  

モ（1jlけろ†しわりにい・し、（）・・  
Lソノ1一認証業務を際  

ノーファセミ農家など対㌢   一恵限療覿藤啓湯壷瞑感靡  

菅笠関越彦抜をこ登轡魁馴蕨覿澄鮭堺常  

勤紳冊榊帖，，く†tニ、J（りこ、王jヒニ ′′た‾〔：‾三い、  

駄麹醜銀盤鹿廠企業撥礫塵溺薫凝摩拶増車傍  

証春野軍澄捲緻浄終始l、義膵聯な蜜監麟吸収滋  

モノ卜咋十るjトでヒl湖がJIくリトナることなとを  

ノーファース（東京・江戸川区、水野葉子  

社長）は加工食品メーカーや農家に対し、食  

品のトレ㌃サぜしけテイ∵㌻（生産履歴の追跡）  

システムの認証業務を始めた。・－日本の企業が  

第三者の立場で認証を手がけるのは珍しい。   

生産から流通に至る．まで履歴を1さかのげる  

ことができるシネテ本ができているかく．専門  

の担当者が監査する云確認できた場合は製遣・  

ちょうふ 生産者に対し認証マークを製品に貼付すろこ  

となどを許可する。  

髄覿感触離嘩勧鍼浮動銅棒頼噂繹  

舘野響蛮県熟企業柊ぬ射帽襲螢閉渇粛こ∴  

せ重山蕗勘随感通商醇㌫肱密轡浄断熱弼闇  
十●・く；土  

叙説願事書カー和ら認証  ▲■、   

業務の依頼を受けると、申請書を提出させ調  

査した後、、現地に専門の監視員を派遣する。  

加工食品の場合は表示と同じ原料を使用して  

いるか確認する証明書を提出させるほか、原  

料の配合比率などについても調べる。   

野菜など農産物の場合は使用した肥料や農  

薬、栽培手法、圃場などを確認する。 

ィ．（二1月24日付、・日√経産業新陳）   

l讐 力  
基準で社内取  

、    、  ヽ 、   

8月に経営統合するワニカとミノルタはグ  

ループ内の6事業会社間で二酸化炭素（CO2）  

の排出権取引を始めるd・生産だけでなく原料  

調達、＼物流、r■製品の使用時まで事業会社がか  

かわるCO2排出権を合算して取引する。持ち  

株会社へ移行する4月にコニカが先行、10月  

からミノルタも参加し、新グループで温暖化  

対策を加速する。   

取引は製品の原料調達から製造、使用、廃  

棄まで“一生涯’丁 にわたるライフサイクルア  

セスメント（LCA）手法で算出した事業会  

社のCO2排出量をベースとする。各事業会社  

埼玉県は二酸化炭素′（CO立）の排出権取引  

市場の創設に乗り出す。2004年度に県と企業  

との相対取引を開始し、」2006年度をめどに企  

業間の本格的な市場に移す。同県は条例で県  

FUTURES＝REPORT’35：2003   



デ ー㌔■ －ざ 1一㌢1‘ヽ卜士  

’一，て‘1J  し、／7ヽ．ご人「1ト∴ 丁㌔÷∵ぺ十 ■J‘1  

上場商品を拡大、世界的に激しさを増す取引  取引でやり繰りする。各事業会社は年度ごと  

にCO2の排出目標、を設定する三。ヲ・実際の排出量  

が目一標を下回れば余らた分を排出権むし芯他  

の事業会社に販売で：きる以．削■；、′・ミ．L■′ナtこ′！∴∴・∴て  

．し‘11、1三▲、l¢2ヌ月．25日付、旧線産業新聞）  

所闇競争で生息残腹を目1蒋すょこ．㌧一ぺ㌻十※  

ド新シス憾み導剋の・最大周ね：らいは上場商品  

′の拡大に向けたイ．ンプチ整備針遮れ患では利  

用者が専用端束を使う▼こと．敵前提に心たシ系 

東名だ観衆た麿眉蘭商品上場．に伴亨う；ぽログラニ・  

キ変更を機動的に憤る一こと一が難じかう、怒。1   

新システムは汎用の′＿†ソ・皐㌢端末を使える  

た軌リツプ沌だけ抑改良で新商品に柔軟に対  

応でき．る！。一き・ノ＝り1幸吉轟±＝膏（√け工」∴．  

∵∵Hl∴（沌鳳24日：付∴且本経済新聞朝刊） 

：三井不動産は企業の社宅を対象と！した不動  

産投資フサン・ドを開発した云資産処分や社宅  

管理コストの削減をねらう企業言十ズをくみ  

取る・。l売り主の企業に長期借り止げや将来の  

買い戻し庖求める特約はつけずJ・企業が利用  

しやすいようにしたd7不動産投資ファンドは  

オフイ．スビルを対象にするケ丁スが多くヾ。社  

宅を絞った商品は珍しい。 

ファンドの規模は15億円強。・外資系金融機  

関が約6ノ億円を出資、国内金融機関が残りを  

融資した。ファンドの取りまとめ役を三井不  

動産が務めた。  

まず、東京都小平市と世田谷区、千葉県相  

市の3一棟（92戸）1こ■を取得し、賃貸マンション  

として運用を姶ゆた。■、今夏までに首都圏で社  

宅を10棟前後買い増し、′ファンドの規模を50  

億円程度に拡大する…云 

（4月1Pワ】付、三l日本経済新聞朝刊）  
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リバティブ新商品  

業者など和  

東京海上火災保険は8′月ぃて台風の影響によ  

る売上減少りスタを軽減する「台風デリパテ  

ィブ」の新商品の取り扱いを始めると発表し  

た占・台風が当初の想定よ1、り少なかった場合に  

補償金を支払う商品で、最低50万円から契約  

用を見込ん軍いる、b 
でき鋒キう華したb∴防災業者や建設貴者ゐ利  

東京海上は昨夏、台風が予想よ亙多ふった  

場合に補償金を支払うデ甘パティブ商畠を垣  

内で初めて開発。台風で売上減少などの被害  

を受けるレジャー業者や農林水産業者などに  

販売した。   

補償金額は地域や契約期淘なきによって異  

なるが、契約料50万円に対し100万～300万円  

程度に・なる0 

（5月9日付、日本経済新聞朝刊）  東京金融先物取引所（TIFFE）は，4⊥月28  

日から新しい売買システムを稼働する。新商  
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